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Ａ．研究目的 
  AYA世代がん患者の妊孕性温存の教育・啓発を
行うためのシステム構築および資料作成を長期的
な目的としている。 
 
Ｂ．研究方法 
  滋賀県内のがん治療13施設で同一のスライド
（添付資料スライド）を用いがん・生殖医療に関
する研修会を実施し、研修会実施後に医療者に対
してアンケート（添付資料アンケート）を実施し、
研修の内容につき参加者の理解の程度につき調査
を行い、問題を抽出した。また、がん・生殖医療
に関し患者への情報提供を行う際に用いる資料に
ついて同様にアンケートを行った。なお、本研究
実施にあたり当施設倫理委員会に相談したが、内
容的に倫理申請の必要がないとの返答であったた
め申請・承認の手続きは行わず実施した。 
 
Ｃ．研究結果 

学会発表の項にあるように13施設、14回にわた
って研修会を実施した。参加者の合計は938名であ
った。施設と参加者を表１に示す。 
表１．研修会開催施設と参加者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

このうちアンケートに参加されたのは807名であ
った。 
 
図１．アンケート参加者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
図２．研修会の有用性・満足度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３．がん患者への対応方法の理解 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

研究要旨： AYA 世代がん患者の妊孕性温存の教育・啓発を行うためのシステム構築お
よび資料作成を目的として、滋賀県内のがん治療施設 13 か所で研修会を実施し、参加
者の研修会の内容の理解の程度につき調査を行い、問題を抽出するとともにがん・生殖
医療に関し患者への情報提供を行う際に用いる資料につきアンケートを施行した。その
結果、 AYA 世代がん患者の妊孕性温存に関し、医療者を教育・啓発する目的で研修会
を実施する場合、研修会の有用性は認められるものの、実際患者への対応する方法につ
いては十分に理解が得られる割合が低いと考えられ、システマティックに患者に情報提
供する方法が必要であると考えられた。また、患者に情報を提供する場合に説明用の映
像（DVD など）、説明用リーフレット、患者用説ハンドブックのいずれも需要があると
考えられる。これらを踏まえ既存の媒体を確認し、必要なものを作成する必要があると
考えられた。 



この内訳は、医師182名、保健師、助産師、看護師 
347名、薬剤師83名、技師、療法士78名、ソーシャ
ルワーカーを含む事務職員119名であった。研修会
の内容について大変役立ったと回答が443名、まあ
まあ役だったが340名、あまり役立たなかった、全
然役に立たなかった、回答なしが合計14名であっ
た。がん患者への対応方法への理解としてしっか
りとわかるようになったが153名、おおよそわかる
ようになったが611名、あまり変わらない22名、か
えって混同するようになった1名、わからない・回
答なしが合計20名であった。（図１－３） 
次にがん・生殖医療に関し患者への情報提供を行
う際に用いる資料について最も便利であるものと
して回答された結果を図４に示した。 
 
図４がん患者への説明のツール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
説明用の映像が169人、説明用リーフレット263人、
患者用説ハンドブックが264人、その他6人、複数
回答または白紙104人（複数回答49人）であった。 
その他の中に病院内にエキスパートの存在や養成
などの意見が認められた。 
 
 
Ｄ．考察 

研修会の内容を大変役立ったとした参加者が、4
43人（54.9%）であるのに対し、がん患者へのがん・
生殖医療に関し対応がしっかりできるようになっ
たが、153人（19.0%）であった。滋賀県には、滋
賀がん・生殖医療ネットワークが存在し、研修会
の中でネットワークの使用方法につき一定の説明
を行ったが、実際、患者に対してどのような対応
を行ったらよいか十分に理解が得られる割合いが
低いと考えられた。これは、研修会の内容が不十
分であった可能性もあるが、どのようなシステム
であっても医療者個人の認識や努力に基づいてい
て患者に情報提供し患者を紹介するシステムの限
界であるとも考えられる。よって、病院内で組織
的に抜けが無いように患者に情報提供できるシス
テムが必要であると考えられた。その場合、各施
設にエキスパートを養成する必要があるが、その
エキスパートの教育・啓発を行うと効率的である
と考えられる。 
患者に情報を提供する場合に説明用の映像、説明
用リーフレット、患者用説ハンドブックのいずれ
も需要があると考えられる。これらを踏まえ既存
の媒体を確認し、必要なものを作成する必要があ
ると考えられた。 
 
Ｅ．結論 

AYA世代がん患者の妊孕性温存に関し、医療者を教
育・啓発することは重要であるが、その目的で研修
会を実施する場合、研修会の有用性は認められるも
のの、実際患者への対応する方法については十分に
理解が得られる割合いが低いと考えられる。教育・
啓発するのみではなくシステマティックに患者に
情報提供する方法が必要であると考えられる。その
場合、各施設にエキスパートを養成する必要がある
が、そのエキスパートの教育・啓発を行うと効率的
であると考えられる。また、患者に情報を提供する
場合に説明用の映像、説明用リーフレット、患者用
説ハンドブックのいずれも需要があると考えられ
る。これらを踏まえ既存の媒体を確認し、必要なも
のを作成する必要がある 
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12 月 7 日 甲賀病院 2 回目    
⑮花田哲郎、木村文則 他：卵巣凍結保存施行が原
疾患の治療開始に及ぼす影響 
第 68 回日本産科婦人科学会学術講演会 4 月 21－
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